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施策番号108

予算措置の状況

　福島事故後の対応を進める上で、原子力発電所事故の被災国であるウクライナ及びベラルーシとの
協力を進めることは不可欠であり、各省とも認識を同じくしている。同協力を進める上で二国間協定を締
結し、同協定に基づき、合同委員会、セミナー等の機会を設け、情報共有の実施、具体的プロジェクトの
発掘等にオールジャパンで取り組む。

　ウクライナとの間では、協力協定を2012年５月に締結し、同協定に基づき、７月に東京にて、第一回協
力合同委員会を開催。引き続き、関係省庁の関心事項を中心に、ウクライナ側と協議の機会を設ける
方向で調整中。平成25年度には、第２回合同委員会をウクライナで実施予定。
　ベラルーシとの間では、協力協定を2012年12月に締結し，第１回合同委員会をベラルーシで実施予
定。

【平成25年度】
　日・ウクライナ原発事故後協力協定関係費　４百万円
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